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要  旨 

 

本稿の目的は、義務教育年数を 8年から 9年に延伸した 1947年の教育制度改革によって、

中学校 3 学年相当の 15 歳の子どもの就学率がどのように変化したのかを記述的に捉えるこ

とにある。多くの既存統計では、これらの子どもの数を改革前後で一律に比較することがで

きず、本改革により実際に教育年数が延伸したのか、その規模がどの程度であったのかが明

らかでない。本稿では、『文部省年報』（文部省）及び『人口推計』（総務省）を使用し、旧

制及び新制の学校区分と学年を照らし合わせ、15 歳の子どもの就学率を算出した。集計に

先立ち、改革前の義務教育修了状況を精査すると、改革前からすでに約 9 割の子どもが 8 年

間の義務教育を受けていることが確認された。集計の結果、改革後 15 歳時点就学率が男子

は約 16%ポイント、女子は約 22％ポイント上昇し、それぞれの就学率が 95％程度まで上昇

しており、実態としても義務教育 9 年制が確立していたことが示された。また，本改革は改

革前に存在した就学率の男女差の縮小にも寄与したことがわかった。本改革は我が国の教育

制度改革史上重要な転換点であるものの、そもそも改革による義務教育期間の延伸は 1 年と

小幅にとどまっていること、さらに多くの子どもが改革以前から 9 年の教育を受けていたこ

とから、教育年数で測った場合の人的資本蓄積への影響は顕著でない可能性が示唆された。 
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Ⅰ．研究の⽬的・背景 
 本稿の⽬的は，⽇本における 1947 年の教育制度改⾰（以下，1947 年度改⾰）の前後で，
9 年間の教育を受けた中学校３学年相当の⼦どもの就学率がどのように変化したのかを記
述的に明らかにすることにある。教育が⼈的資本の蓄積を通じて労働や健康に及ぼす影響
を明らかにすることは，経済学において重要な課題である。近年，海外では，教育制度改⾰
という外⽣的ショックを利⽤して，義務教育年数が労働や健康に与える影響を識別した研
究が増えている(Oreopoulos, 2006; Grenet, 2011; Clark and Royer, 2013; Ou, 2013; Dang, 
2018; Davies et al., 2018; Dursun et al., 2018; Torun, 2018; Zhang, 2020; Malamud et al., 
2023)。⼀⽅，⽇本において，義務教育年数の延伸と⼈的資本形成に関する因果関係を識別
した研究はいまだ端緒的である1。その理由の⼀つとして，1947 年度改⾰による義務教育年
数の延伸が，実際に⼈々の教育年数の延伸につながったのか，その規模がどの程度であった
のかに関する客観的な把握がなされていないことが挙げられる。 

戦後⽇本で⾏われた主要な教育制度改⾰には，1947（昭和 22）年の教育基本法及び学校
教育法による学制改⾰，1970（昭和 45）年の四六答申，1980（昭和 55）年代以降のゆとり
教育の推進などがある。このうち本稿で注⽬するのは，義務教育期間の延伸が定められた
1947（昭和 22）年の教育制度改⾰である。⽇本における最初の就学義務は 1872(明治 5)年
の学制施⾏により規定されたが，その強制⼒は弱く，1879(明治 12)年の教育令における最
短就学規定や，1890(明治 23)年の改正⼩学校令における家庭学習を就学義務として認める
規定等により，厳密な意味での義務教育は確⽴していなかったといえる（表 1）。また 1947
年度改⾰前までは課程主義に基づき，義務教育年数を満たすか（学齢超過），または義務教
育課程の学校を修了するか，どちらか早い⽅が義務教育終期とされ，各⾃が受けた教育年数
は異なる状況があった。これに対し，1947 年度改⾰では，学校体系を従来の複線型から六・
三・三・四制の単線型に改め，義務教育を 8 年間から 9 年間へと延伸し，⼀定年齢（満 6 歳
から満 15 歳まで）で⼀律に義務教育を受けることが定められた（年齢主義）。1947 年度改
⾰は，⼩学校から⼤学までの全学校体系に及ぶ⼤きな変⾰であり，80 年弱が経過する現在
までこれらが引き継がれていることからも，1872(明治 5)年の学制施⾏以降もっとも重要な
改⾰のひとつと位置付けることができる。本稿の関⼼は，この 1947 年度改⾰の前後で，新
制中学校卒業相当の教育を受けた⼦ども（改⾰前においては計９年間の教育を受けた者で
あり，改⾰後においては新制中学校３学年に在籍する者を指す。以下，新制中学３年相当と
する。）の数が実際に増えたのか，その規模はどの程度であったのかを客観的に捉えること
にある。現状において，この実態が⼗分に把握できていないことから，本稿においてこの集
計を試みるものである。 
 1947 年度改⾰前後で新制中学３年相当の者の数を⽐較しようとする場合，学歴データの
収集に際していくつかの課題に直⾯する。例えば代表性の⾼い調査として頻繁に使⽤され

 
1 関連研究として，Kikuchi (2014), Masuda and Shigeoka (2023)がある。 



2 
 

る『国⺠⽣活基礎調査』（厚⽣労働省）では，2010 年調査以降に最終学歴に関する設問を設
けている。しかしながら回答の選択肢は「⼩学・中学」，「⾼校・旧制中」と区分され，⼩学
校と中学校が統合されていることから中学校卒業者のみを捉えることができない。また悉
皆調査である『国勢調査』（総務省）では，1920 年の調査開始時より 10 年おき（⼤規模調
査年）に学歴を尋ねているが，2010 年調査までは国⺠⽣活基礎調査と同様に⼩学校と中学
校が統合された選択肢となっている。さらに 2020 年調査で初めて⼩学校と中学校がそれぞ
れ単独の選択肢となったが，旧制中学校と⾼等学校が統合された選択肢となっており，これ
らの教育年数は異なることから，本稿の関⼼である新制中学３年相当の⼦どもの数を改⾰
前後で厳密に⽐較することができない。また，『学校基本調査』（⽂部科学省）では，中学校
卒業者数の時系列データを公表しているが，データ始期は 1947 年度改⾰後となっており，
改⾰前のデータを収集することができない。このほか，『中⾼年者縦断調査』（厚⽣労働省）
や『くらしと健康の調査 (JSTAR)』(独⽴⾏政法⼈経済産業研究所他)は，主な調査対象者
が 1947 年度改⾰後に⽣まれた世代であることから，改⾰前からの時系列の変化を捉えるこ
とができない。このように，学歴や就学状況に関する情報は多くの政府統計で調査されてい
るものの，既存の統計では 1947 年度改⾰以前の世代の教育年数が低かったのか，あるいは
改⾰以前から⼗分に⾼かったのかについての実態を掴むことができない。 
 このような制約が⽣じている背景の⼀つとして，1947 年度改⾰により学校制度体系が⼤
きく変わり，改⾰前後で⼀律に集計・⽐較することが難しくなっていることが挙げられる。
学校体系別の⼊学者数・卒業者数・学年別在学者数等について，戦前からまとめている公的
資料として，『⽂部省年報』（⽂部省）がある。これは，教育⾏政の概要や教育関連統計（学
校数，在学者数，教職員数，学校施設，学校経費等）をまとめた，⽂部省の所管事項に関す
る年次報告書である。1873（明治 6）年に第 1 年報が発刊され，2000(平成 12)年の第 128
年報で終刊しており，同様の統計は現在『学校基本調査』で引き継がれている。1947 年度
改⾰後の『⽂部省年報』は，この『学校基本調査』と同じ集計データが掲載されており， 9
年間の義務教育を受けた者の数を容易に収集することができる。⼀⽅，1947 年度改⾰前に
ついては，学校区分ごとに卒業者数及び各学年の在学者数が掲載されており，主な学校区分
は，幼稚園，国⺠学校，中等学校（中学校，⾼等⼥学校，実業学校），⻘年学校，教員養成
諸学校，専⾨学校，⾼等学校，各種学校，盲・ろう学校，⼤学予科，⼤学となっている。こ
のうち新制中学３年相当の者は，国⺠学校，中等学校，⻘年学校，教員養成諸学校，⾼等学
校にまたがっており，各学校の修業年限・課程は⼀律でない（図 1）。本稿では，新制中学
３年相当の就学実態のある⼦どもの数を把握するために，上記の各学校の該当学年におけ
る在学者数を個別に収集・積算し，改⾰前後で⽐較可能な集計データを作成することを試み
た。多くの⼦どもたちが制度どおりに 8 年間から 9 年間の教育に移⾏したのか，戦中・戦
後の混乱期において制度と実態の間に乖離がなかったのか，その事実を明らかにすること
は，データの妥当性の解釈や制度改⾰の因果効果を検証する上で⼤前提となる基本情報と
なりうる。また，義務教育年限や就学時期等の在り⽅については，政府審議会においてもか
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ねてより検討が⾏われている（⽂部科学省, 2005）。本稿における集計の試みは，過去の客
観的事実の把握のみならず現⾏制度の在り⽅を検討する上でも有⽤な基礎資料の提⽰につ
ながるものと期待される。 
 
Ⅱ．研究⽅法 
 本稿で使⽤した学校別・学年別の在学者数は，⽂部省『⽂部省年報』より収集した。また
就学率を計算するために，総務省『⼈⼝推計』の年齢別⼈⼝（各歳）の⻑期時系列データを
使⽤した。いずれのデータも，1947 年度改⾰前後の推移を確認するため， 1943(昭和 18)
〜1952(昭和 27)年までの計 10 年度分を集計した2。 
 ⽂部省『⽂部省年報』には，学校体系別の⼊学者数・卒業者数・学年別在学者数が掲載さ
れている。本稿における関⼼は，新制中学校卒業者にあたる，合計９年間の教育を修了した
者の数である。しかしながら，『⽂部省年報』の中学校卒業者数のデータは，新制中学校卒
業者と旧制中学校卒業者の修業年限が異なるため，改⾰前後で⼀律に⽐較することができ
ない3。そこで本稿では，旧制と新制の学校区分及び学年の対応関係を整理し，新制中学校
３学年に該当する学年の在学者数4を，中学校卒業者数の代替データとして集計した5。具体
的には，旧制学校のうち国⺠学校特修科１学年，中等学校（中学校・⾼等⼥学校・実業学校）
の５年制の課程では３学年，３年制の課程では１学年，⻘年学校の本科１学年，師範学校の
予科１学年，⾼等学校尋常科３学年の在学者数を個別に収集・積算した（表 2）。なお，1947
年度改⾰前のデータは第⼆次世界⼤戦の戦時下で収集されているという事情から，データ
の収集状況が平時とは異なることも改⾰前後の推移を⼀律に捉えることを難しくしている。
1944(昭和 19)年 5 ⽉の決戦⾮常措置要綱に基づく調査の簡素化実施に伴い，⼀部報告を停
⽌し資料を⽋く場合があった。特に 1945(昭和 20)年度は「学校統計のうち東京都・佐賀県
は国⺠学校，幼稚園の官⽴以外は資料が調わないため，参考に昭和 19 年度分を欄外に掲げ

 
2 調査時点は 1946〜1948 年度のみ各年 5 ⽉ 31 ⽇時点で，これ以外の年度は各年 4 ⽉ 30
⽇時点の在学者数である。 
3 新制中学校の修業年限は 3 年であり卒業者は満 15 歳（各年度 5 ⽉調査時点）である
が，旧制中学校に該当する各学校の修業年限は原則 5 年で主な卒業者は満 17 歳となる。
したがって，卒業者数のデータをそのまま使⽤すると，新制中学校では教育年数９年間，
旧制中等学校では主に教育年数 11 年間となり，これらは⼀律に⽐較できないという問題
がある。 
4 在学者数には，就学猶予または就学免除（盲及び弱視，ろう及び難聴，肢体不⾃由，虚
弱，精神薄弱，その他の理由），救護院・少年院・その他児童福祉施設にいる者，貧困に
よるもの，家計を助けている者，居所不明の者，その他の理由による不就学の者が除かれ
ている。 
5 在学していたものの卒業に⾄らなかった⽣徒を含む卒業者数の上限を指す。 
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て対照の便を図った」（昭和 20 年度⽂部省年報）とある。本稿では，1945(昭和 20)年度の
東京都と佐賀県について，欄外掲載の 1944(昭和 19)年度における１学年若い在学者数のデ
ータを使⽤することで補完した。また沖縄県については，1943(昭和 18)年度を除いてデー
タの掲載がない。聾学校・盲学校等の特殊教育学校についても，学年別の集計がないため本
集計から除外した。さらに，在学者数の集計は性別で⾏ったが，実業学校の⼀部で性別の集
計がない場合は，これを男⼦として計上した。 
 このように集計した新制中学３年相当の在学者数のデータをもとに，新制中学３年相当
の⼦どもの就学率を算出した。『⽂部省年報』では，中学校全体の就学率の掲載はあるもの
の，学年ごとの就学率は掲載されていない。したがって本稿では，新制中学３年相当の在学
者数を満 15 歳⼈⼝で除して，新制中学３年相当の⼦どもの就学率を算出した。なお，『⼈⼝
推計』では，1944(昭和 19)〜1946(昭和 21)年度までは数え年，1947(昭和 22)年度以降は各
年 10 ⽉ 1 ⽇現在の満年齢の⼈⼝として掲載されているため，1944(昭和 19)〜1946(昭和
21)年度までは 16 歳⼈⼝，1947(昭和 22)年度以降は満 15 歳⼈⼝のデータを使⽤すること
で可能な限り整合性を図った。また 1943(昭和 18)年度は年齢別（各歳）の推計が⾏われな
かったことから，便宜的に 1944(昭和 19)年度の数え年 17 歳⼈⼝を使⽤することで補完し
た。 
 
Ⅲ．研究結果 
 表 3 は，1943(昭和 18)〜1952(昭和 27)年の各年における⽣まれ年と学年の対応であり，
表 4 は⽣まれ年・学年別に集計した就学率のデータである。1947 年度改⾰の影響を受けて
新制中学校に⼊学した⼦どもが中学校３学年になるのは，2 年後の 1949(昭和 24)年度とな
る。したがって，1948(昭和 23)年度以前を改⾰前，1949(昭和 24)年度以降を改⾰後として
データを⽐較することができる。まず，改⾰前の義務教育修了状況を精査したところ，改⾰
の影響を受けていない 1933(昭和 8)年 4 ⽉〜1934(昭和 9)年 3 ⽉⽣まれの世代で，中学校
２学年の就学率（旧制学校で 8 年間の教育を受けた者の割合）が 91.6%，中学校３学年の
就学率が 76.5%となっている。これは，改⾰前からほとんどの⼦どもが 8 年間の教育を受
けていたこと，さらに 7 割超の⼦どもがすでに 9 年間の教育を受けていたことを⽰してい
る。 

新制中学３年相当（15 歳時点）の就学率について，集計結果を表 5 に⽰した。図 2〜4 は，
表 5 における「新制中学３年相当の在学者数(A)の推移」，「満 15 歳⼈⼝(B)の推移」，「就学
率（=A/B）」をグラフ化したものである。新制中学３年相当の⼦どもの就学率を⾒ると，改
⾰前の 1948(昭和 23)年は 76.5％であるのに対し，改⾰後の 1949（昭和 24）年度は 95.4%
と 20%ポイント弱上昇し，1947(昭和 24)年度改⾰を契機として９年間の義務教育が確⽴し
た状況が確認できる。特に性別では，男⼦で約 16%ポイント、⼥⼦で約 22％ポイント上昇
した。また 1943(昭和 18)年度当初の就学率は男⼦で 84.4%に対し，⼥⼦で 59.7%と，24.7%
ポイントの開きがあったが，改⾰後の 1949(昭和 24)年度には男⼦で 96.3%，⼥⼦で 94.5%
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まで上昇し，その差が 1.8%ポイントまで縮⼩している。このことから，1947 年度改⾰は，
新制中学 3 年相当の就学率における男⼥間格差の縮⼩にも⼤きく寄与したことが⽰唆され
る。なお，⼀部で男⼦の就学率が 100%を超えているのは，前述のとおり実業学校等で在学
者数に性別の明記がない場合に，すべて男⼦として計上したことが影響しているものと推
察される。 
 以上の集計結果より，改⾰前からすでに９年間の教育を受けていた者が相当数いたこと，
これが改⾰後に 100%近くまで達して義務教育が確⽴されたこと，ただし義務教育期間とい
う観点から 1947 年度改⾰の影響を受けた者は限定的であったことが⽰唆される。なお，⼀
部の就学率で 100%を超えているのは，計算に使⽤した満 15 歳⼈⼝（⼈⼝推計）と中学校
３学年在学者数（⽂部省年報）の調査時点が異なり，厳密な意味で⺟集団が完全に⼀致して
いないこと等が影響しているものと推察される。 
 
Ⅳ．結論 
 本稿は，⽇本における戦後の義務教育年数の延伸により，新制中学校３学年相当の⼦ども
の就学率がどのように変化したのかを記述的に捉えることを⽬的とした。義務教育年数の
延伸による因果効果を識別・検証することは EBPM の観点から重要な視点であるが，その
分析の前提として，そもそも実際に教育年数が伸びたのか、その規模がどの程度であったの
か，男⼥差はあるのか等に関する基礎資料を整備しその傾向を捉えることは不可⽋である。
しかし、多くの既存統計ではこれらの⼦どもの数を改⾰前後で⼀律に⽐較することができない。
この観点から，本稿では集計上の問題点を整理しながら，改⾰前後でおおむね⽐較可能な集
計データを作成してその推移を客観的に捉えることを⽬指した。戦前から戦後にかけて⼀
律に⽐較可能なデータを作成する際に，いくつかのデータ上の制約があり，Ⅱ節のとおり⼀
定の仮定を置きデータを補完するなどして在学者数や就学率を算出した。特に 1947 年度改
⾰前後で⼤きく異なる学校制度体系を踏まえて，旧制中学校と新制中学校の学校及び学年
の対応関係を照らし合わせてデータを個別に収集・積算した。集計に先⽴ち，改⾰前の義務
教育修了状況を精査すると、改⾰前からすでに約 9 割の⼦どもが 8 年間の義務教育を受け
ていたことが確認された。集計の結果，改⾰後に 15歳の⼦どもの就学率が男⼦で約 16%ポイ
ント、⼥⼦で約 22％ポイント上昇し、それぞれの就学率が 95％まで上昇しており、改⾰後に実
態としても義務教育 9 年制が確⽴していたことが⽰された。また，1947 年度改⾰は改⾰前に存
在した男⼥の就学率の差の縮⼩にも寄与したことが⽰唆された。したがって、1947 年度改⾰は
我が国の教育制度改⾰史上重要な転換点であるものの、義務教育期間の延伸は１年と⼩幅にと
どまっていること，また多くの⼦どもが改⾰前からすでに 9年の教育を受けていたことから，教
育年数で測った場合の⼈的資本蓄積への影響はそれほど顕著でない可能性が⽰唆された。なお，
本稿において，この義務教育期間の延伸が，義務教育以降の追加的な教育⽔準にどのような影響
を及ぼしたのかについては明らかでない。 
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図 1. 1947 年度改⾰前後における学校系統図の⽐較 

 
(出所) ⽂部省(1992)をもとに筆者作成。 
 

図 2. 新制中学３年相当の在学者数(A)の推移 

 
（注）⽂部省『⽂部省年報』及び総務省『⼈⼝推計』をもとに筆者作成。 
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図 3. 満 15 歳⼈⼝(B)の推移 

 
（注）⽂部省『⽂部省年報』及び総務省『⼈⼝推計』をもとに筆者作成。 

 
図 4. 新制中学３年相当の就学率(=A/B)の推移 

 
（注）⽂部省『⽂部省年報』及び総務省『⼈⼝推計』をもとに筆者作成。 

 
表 1. ⽇本における義務教育年数の変遷 

年度 法令 義務教育年数 概要 
1872(明治 5) 学制 8 年 下等⼩学校 4 年，上等⼩学校 4 年。

強制⼒は弱かった。 
1879(明治 12) 教育令 原則 8 年 最短就学規定（16 か⽉の通学で就学

義務が果たされる）が定められた。 
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1880(明治 13) 改正教育令 原則 8 年 最短就学規定を 3 年とした。 
1886(明治 19) ⼩学校令 3〜4 年 初めて「義務教育」の⽂⾔を使⽤し，

尋常⼩学校を卒業するまでの 3〜4 年
と規定された。（課程主義） 

1890(明治 23) 第２次⼩学校令 3〜4 年 尋常⼩学校を卒業するまでの 3〜4 年
とし，家庭学習によっても就学義務
が果たされる旨が規定された。 

1900(明治 33) 第３次⼩学校令 4 年 尋常⼩学校を卒業するまでの 4 年と
規定された。 

1907(明治 40) 第５次⼩学校令 6 年 尋常⼩学校を卒業するまでの 6 年と
規定された。 

1941(昭和 16) 国⺠学校令 8 年 国⺠学校初等科 6 年及び⾼等科 2 年
と規定された。ただし，戦時⾮常措置
及び学徒戦時動員体制の強化により
⾼等科 2 年は終戦まで実現されなか
った。 

1947(昭和 22) 教育基本法 
学校教育法 

9 年 ⼩学校６年・中学校３年と規定され
た。（満 6 歳から満 15 歳までの年齢
主義） 

（出所）⽂部省(1992)をもとに筆者作成。 
 

表 2. 旧制及び新制における学校別の学年対応表 
満年齢 12 歳 13 歳 14 歳 15 歳 16 歳 17 歳 18 歳 
新
制 

⼩学校 ６年       
中学校 

 
1 年 ２年 ３年 

   

⾼等学校 
    

１年 ２年 ３年 
旧
制 

国⺠学校 初等科   ６年 
      

⾼等科   
 

１年 ２年 
    

特修科   
   

１年 
   

中等学校 中学校 昼間 
 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 
 

夜間 
   

１年 ２年 ３年 
 

⾼等⼥学校 本科初修 
 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 
 

本科⾼修 
   

１年 ２年 ３年 
 

実業学校 4・5 年制 
 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 
 

2・3 年制 
   

１年 ２年 ３年 
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⻘年学校 普通科   
 

1 年 ２年 
    

本科   
   

１年 ２年 ３年 
 

師範学校 予科   
   

１年 ２年 3 年 
 

本科   
      

1 年 
⻘年師範学校 予科   

   
１年 ２年 3 年 

 

本科   
      

１年 
⾼等師範学校     

      
１年 

⼥⼦⾼等師範
学校 

    
      

１年 

専⾨学校     
      

１年 
⾼等学校 尋常科   

 
１年 ２年 ３年 ４年 

  

⾼等科   
     

１年 ２年 
（出所）⽂部省『⽂部省年報』の学事要説に基づき，筆者作成。 
（注）本稿で注⽬するのは，新制中学 3 年相当（旧制学校においては計 9 年間の教育を受
けた者，新制学校においては中学３学年に在籍する者）の満 15 歳の就学率である。 

表 3. 1947 年度改⾰前後における⽣まれ年と学年の対応表 
年度／学年 義務教育年数（改⾰前） 義務教育年数（改⾰後） 

8 年 8 年 8 年 8 年 8 年 8 年 9 年 9 年 9 年 9 年 
⻄暦 昭和 1928

年 4 ⽉
-1929
年 3 ⽉
⽣まれ 

1929
年 4 ⽉
-1930
年 3 ⽉
⽣まれ 

1930
年 4 ⽉
-1931
年 3 ⽉
⽣まれ 

1931
年 4 ⽉
-1932
年 3 ⽉
⽣まれ 

1932
年 4 ⽉
-1933
年 3 ⽉
⽣まれ 

1933
年 4 ⽉
-1934
年 3 ⽉
⽣まれ 

1934
年 4 ⽉
-1935
年 3 ⽉
⽣まれ 

1935
年 4 ⽉
-1936
年 3 ⽉
⽣まれ 

1936
年 4 ⽉
-1937
年 3 ⽉
⽣まれ 

1937
年 4 ⽉
-1938
年 3 ⽉
⽣まれ 

1943 18 中 3 中 2 中 1 ⼩ 6 ⼩ 5 ⼩ 4 ⼩ 3 ⼩ 2 ⼩ 1 6 歳 
1944 19 

 
中 3 中 2 中 1 ⼩ 6 ⼩ 5 ⼩ 4 ⼩ 3 ⼩ 2 ⼩ 1 

1945 20 
  

中 3 中 2 中 1 ⼩ 6 ⼩ 5 ⼩ 4 ⼩ 3 ⼩ 2 
1946 21 

   
中 3 中 2 中 1 ⼩ 6 ⼩ 5 ⼩ 4 ⼩ 3 

1947 22 
    

中 3 中 2 中 1 ⼩ 6 ⼩ 5 ⼩ 4 
1948 23 

     
中 3 中 2 中 1 ⼩ 6 ⼩ 5 

1949 24 
      

中 3 中 2 中 1 ⼩ 6 
1950 25 

       
中 3 中 2 中 1 

1951 26 
        

中 3 中 2 
1952 27 

         
中 3 

（注）表内は便宜上，すべて新制学校の学年で統⼀表記しているが，改⾰前は各学校区分で
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学年が異なることに注意が必要である。例えば中３と表記されているのは新制中学３年相
当であることを意味し，旧制学校においては計 9 年間の教育を受けた者を指す。具体的に，
改⾰前で中３と表記されているのは，国⺠学校特修科１学年，中等学校（中学校・⾼等⼥学
校・実業学校）の５年制の課程では３学年，３年制の課程では１学年，⻘年学校の本科１学
年，師範学校の予科１学年，⾼等学校尋常科３学年が該当する。同様に中２の表記は，国⺠
学校⾼等科２年・⻘年学校普通科２年・中等学校５年の課程の２学年・⾼等学校尋常科２年
が該当する。また中１の表記は，国⺠学校⾼等科１年・⻘年学校普通科１年・中等学校の５
年の課程１学年・⾼等学校尋常科１年が該当する。⼩４〜６の表記は，国⺠学校初等科４〜
６年が該当する。 
 

表 4. ⽣まれ年別・学年別の就学率 
年度／％ 義務教育年数（改⾰前） 義務教育年数（改⾰後） 

8 年 8 年 8 年 8 年 8 年 8 年 9 年 9 年 9 年 9 年 
⻄暦 昭和 1928

年 4 ⽉
-1929
年 3 ⽉
⽣まれ 

1929 年
4 ⽉ -
1930 年
3 ⽉⽣ま
れ 

1930 年
4 ⽉ -
1931 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1931 年
4 ⽉ -
1932 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1932
年 4 ⽉
-1933
年 3 ⽉
⽣まれ 

1933
年 4 ⽉
-1934
年 3 ⽉
⽣まれ 

1934 年
4 ⽉ -
1935 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1935 年
4 ⽉ -
1936 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1936 年
4 ⽉ -
1937 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1937 年
4 ⽉ -
1938 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1943 18 71.9% 94.0% 101.8% 100.1% 98.9% 97.5% 102.4% 101.1% 101.0% ー 
1944 19  76.8% 95.9% 102.9% 98.9% 97.1% 101.3% 100.4% 99.5% 99.0% 
1945 20   72.9% 91.0% 98.4% 96.5% 100.3% 97.0% 97.2% 97.5% 
1946 21    71.9% 86.5% 96.1% 94.9% 96.0% 95.6% 96.4% 
1947 22     80.1% 91.6% 100.4% 102.4% 96.2% 100.5% 
1948 23      76.5% 96.9% 102.7% 95.9% 100.4% 
1949 24       95.4% 101.6% 97.3% 100.7% 
1950 25        100.0% 96.2% 101.7% 
1951 26         95.2% 101.1% 
1952 27          99.7% 

（出所）⽂部省『⽂部省年報』及び総務省『⼈⼝推計』をもとに筆者作成。 
（注）付表１及び付表２をもとに就学率を導出。数値と学年の対応については，表 3 参照。 
 

表 5. 就学率（満 15 歳⼈⼝に占める新制中学 3 年相当の在学者数の割合，性別） 
(単位：千⼈, %) 新制中学３年相当

の⽣徒数(A) 
満 15 歳⼈⼝ 

(B) 
就学率 
(=A/B) 
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男 ⼥ 計 男 ⼥ 計 男 ⼥ 計 
1943 s18 改⾰前 683 495 1,178 809 830 1,639 84.4% 59.7% 71.9% 
1944 s19 改⾰前 704 547 1,251 815 814 1,629 86.4% 67.2% 76.8% 
1945 s20 改⾰前 658 546 1,203 832 819 1,651 79.0% 66.6% 72.9% 
1946 s21 改⾰前 629 570 1,199 838 830 1,668 75.0% 68.7% 71.9% 
1947 s22 改⾰前 731 653 1,384 872 857 1,729 83.8% 76.2% 80.1% 
1948 s23 改⾰前 707 623 1,330 877 861 1,738 80.6% 72.3% 76.5% 
1949 s24 改⾰後 830 798 1,628 861 845 1,706 96.3% 94.5% 95.4% 
1950 s25 改⾰後 891 860 1,751 884 867 1,751 100.8% 99.2% 100.0% 
1951 s26 改⾰後 878 850 1,728 920 896 1,816 95.4% 94.9% 95.2% 
1952 s27 改⾰後 905 878 1,783 905 884 1,789 100.0% 99.3% 99.7% 

（注）中学校３学年在学者数(A)は⽂部省『⽂部省年報』，満 15 歳⼈⼝(B)は総務省『⼈⼝
推計』の，1943〜1952（昭和 18〜27）年度のデータをもとに筆者作成。 
（注）就学率は，新制中学 3 年相当（旧制学校においては計 9 年間の教育を受けた者，新制
学校においては中学３学年に在籍する者）の満 15 歳の就学率である。 
 

付表１. ⽣まれ年別・学年別の在学者数（千⼈） 
千⼈ 義務教育年数（改⾰前） 義務教育年数（改⾰後） 

8 年 8 年 8 年 8 年 8 年 8 年 9 年 9 年 9 年 9 年 
⻄暦 昭和 1928

年 4 ⽉
-1929
年 3 ⽉
⽣まれ 

1929 年
4 ⽉ -
1930 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1930
年 4 ⽉
-1931
年 3 ⽉
⽣まれ 

1931 年
4 ⽉ -
1932 年
3 ⽉⽣ま
れ 

1932
年 4 ⽉
-1933
年 3 ⽉
⽣まれ 

1933
年 4 ⽉
-1934
年 3 ⽉
⽣まれ 

1934
年 4 ⽉
-1935
年 3 ⽉
⽣まれ 

1935
年 4 ⽉
-1936
年 3 ⽉
⽣まれ 

1936
年 4 ⽉
-1937
年 3 ⽉
⽣まれ 

1937
年 4 ⽉
-1938
年 3 ⽉
⽣まれ 

1943 18 1,178 1,531 1,719 1,703 1,787 1,730 1,752 1,839 1,811 ー 
1944 19  1,251 1,619 1,751 1,789 1,724 1,733 1,828 1,783 1,836 
1945 20   1,203 1,525 1,726 1,663 1,678 1,764 1,679 1,764 
1946 21    1,199 1,508 1,641 1,625 1,711 1,671 1,711 
1947 22     1,384 1,594 1,710 1,802 1,751 1,799 
1948 23      1,330 1,654 1,806 1,746 1,801 
1949 24       1,628 1,786 1,772 1,806 
1950 25        1,751 1,748 1,823 
1951 26         1,728 1,808 
1952 27          1,783 
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（出所）⽂部省『⽂部省年報』をもとに筆者作成。 
 

付表２. ⽣まれ年別・学年別の⼈⼝（千⼈） 
千⼈ 義務教育年数（改⾰前） 義務教育年数（改⾰後） 

8 年 8 年 8 年 8 年 8 年 8 年 9 年 9 年 9 年 9 年 
⻄暦 昭和 1928

年 4 ⽉
-1929
年 3 ⽉
⽣まれ 

1929 年
4 ⽉ -
1930 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1930
年 4 ⽉
-1931
年 3 ⽉
⽣まれ 

1931
年 4 ⽉
-1932
年 3 ⽉
⽣ ま
れ 

1932
年 4 ⽉
-1933
年 3 ⽉
⽣まれ 

1933
年 4 ⽉
-1934
年 3 ⽉
⽣まれ 

1934
年 4 ⽉
-1935
年 3 ⽉
⽣まれ 

1935
年 4 ⽉
-1936
年 3 ⽉
⽣まれ 

1936 年
4 ⽉ -
1937 年
3 ⽉ ⽣
まれ 

1937
年 4 ⽉
-1938
年 3 ⽉
⽣まれ 

1943 18 1,639 1,629 1,688 1,702 1,808 1,775 1,712 1,820 1,793 1,855 
1944 19  1,629 1,688 1,702 1,808 1,775 1,712 1,820 1,793 1,855 
1945 20   1,651 1,676 1,755 1,724 1,672 1,818 1,727 1,810 
1946 21    1,668 1,742 1,707 1,712 1,783 1,748 1,775 
1947 22     1,729 1,739 1,703 1,760 1,820 1,790 
1948 23      1,738 1,707 1,758 1,821 1,794 
1949 24       1,706 1,758 1,821 1,794 
1950 25        1,751 1,817 1,792 
1951 26         1,816 1,789 
1952 27          1,789 

（出所）総務省『⼈⼝推計』をもとに筆者作成。 
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